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研究成果の概要（和文）： 

雇用政策法／労働市場法制を構成する〈雇用創出の法〉〈就業支援の法〉そして〈雇用安定の

法〉を想定する。これらの法が連携し効果を発揮するよう計画・立法され、総合的かつ相互協

調的に運用されることで多くの雇用が創出され、求職者の就業が効果的にサポートされ、創出

された雇用機会を充足する就業者の雇用関係が始まり、持続・安定に至る。 

雇用政策法／労働市場法制を広く構成する関連諸法の連携、協調、そして有効化のための法

技術を探り、以下に詳述する技術向上の手掛かりを得た。 

 
研究成果の概要（英文）： 

This project aimed to develop new constitutions of an employment policy and a labor 
market. It draws up “the law of employment creations” and “the law of employment 
supports.” We planned to constitute these laws affected citizens practically for the 
cooperation with all agents of these employment supports. We examined the 
cooperation, effectiveness and the techniques of the law for the constitution of an 
employment policy and a labor market the technique of the law. 
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１．研究開始当初の背景 
 
（１）先行研究の状況 
雇用政策の法ないし労働市場の法に関す

る研究は、職業安定法および労働者派遣法の
1999 年改正の議論を契機に活性化し、その
後は企業における日本型雇用システムの転
換と外部労働市場における民活導入ないし
市場化テストの文脈で先行研究が蓄積した
（日本労働法学会編『講座 21 世紀の労働法
第 2 巻労働市場の機構とルール』（有斐閣、
2000 年）、「シンポジウム 21 世紀の労働法 労
働市場と労働法」『日本労働法学会誌』第 97
号（2001 年）等）。また、市場における労働
者保護と個人支援の観点から雇用政策法原
理を考察し、近時の労働政策を個別に検証す
る試みが行われている（「雇用政策法の基本
原理」『日本労働法学会誌』第 103 号（2004
年）、「特集 労働市場における新しい課題」
『季刊労働法』第 211 号（2005 年）、「労働
法におけるセーフティネットの再構築」『日
本労働法学会誌』第 111 号（2008 年）等）。 
（２）研究予備段階 

これら先行研究を参照しながら、応募者紺
屋は雇用政策法／労働市場法制を市場の当
事者らに適用し誘導・統制するための法技術
を考察する作業を続けた結果、たとえば外国
人労働者、高年齢者、それに若年無業者等を
対象とする雇用政策の諸法が有効に機能す
るための当事者へのインセンティブ付与、助
成、あるいはサンクション設定の法技術につ
いて、諸外国の法制度を対照させながら調査
分析を進めたり、並行して外部団体の調査研
究事業を受託し、地域労働市場における若年
者の就業支援事業の将来発展性を考察した
り、求人企業と求職者のニーズを踏まえた地
域雇用政策の提案を行ったりした。 
（３）研究当初の具体的着想 

こうした調査研究を進める中で、個別（地
域）ミクロレベルにて発見した事実は、 

①地域雇用開発促進法等〈雇用創出の法〉
によって産み出された地域雇用は短期かつ
非正規雇用が中心で、雇用契約の持続安定と
は関連しない、 
②地域の就業支援行政が進める諸事業は、

正規雇用を得る準備として求職者に職業訓
練を給付し就業サポートを試みるが、それは
地域の雇用実態と整合しない、 
③雇用政策法／労働市場法制の先行研究

は、雇用創出、就業支援、そして雇用持続な
いし定着について充分な関連付けを行って
おらず、そのことは新たな雇用政策の立法構
想と行政実務に支障を及ぼしかねない、とい
った諸点である。 

そこでこれら①－③の事実を諸外国の先
行研究等の参照を交えながらより大きな 

レベルで検討し、雇用創出、就業支援、そし
て雇用安定の相関の実相を次の二つのアプ
ローチにより分析して、総合的実効性の確保
策を構想しようとの着想を得た。 
 
２．研究の目的 
 
（１）〈雇用創出の法〉〈就業支援の法〉〈雇
用安定の法〉について 
〈雇用創出の法〉〈就業支援の法〉そして〈雇
用安定の法〉は仮概念である。 
雇用創出の法には雇用対策法や地域雇用

開発促進法を始めとして、雇用機会の創出イ
ンセンティブを事業主に与え、労働行政が雇
用創出の基本施策を構築する全ての法制度
が包含される。 
就業支援の法は職業安定法や職業能力開発
法、そしてそれらを根拠にする職業訓練事業
や就業支援事業の政策制度と理解される。こ
の他、労働者派遣法や高年齢者雇用安定法と
いった実定法が存在し、雇用政策法／労働市
場法制を構成する。 

この研究では、わが国における関連実定法
の立法過程と行政施策の運用変遷に着目し
ながら整理し、諸外国の雇用政策とその根拠
となる制度諸規定から得られる知見を交え
て、雇用創出と就業支援の機能役割を抽出・
再確認し、〈雇用創出の法〉と〈就業支援の
法〉の概念構築、さらに基本原理と両法の制
度的整合の理想モデル構築を試みる。 
雇用安定の法は、雇用関係を安定・持続さ

せる支援・助成の法と、契約安定のための当
事者規律の法となる。公法規制と判例法理や
紛争処理ルール等までを含めた私法的規律
が混交する領域と予想されるが、雇用創出の
法および就業支援の法との実効的な機能相
関モデルを探究することを念頭にして、関連
諸法の基本構造や法設計思想上の問題点を
分析する作業を進めようとした。 
（２）現場目線を入れた研究目的 
 雇用政策法／労働市場法制は、市場の設計
合理性と機能有効性を追求するが、その実効
化と親当事者的な具体化については雇用創
出、就業支援、そして雇用安定の実践の〈現
場〉からフィードバックされた情報や知見に
より修正および再構築されるところが大き
い。この研究では各地の雇用創出／創造協議
会、職業紹介事業者（含行政）、職業訓練行
政、求人企業等への〈現場〉アプローチを手
掛かりにして、雇用創出、就業支援、そして
雇用安定に携わる支援者らの事業実態と当
事者の行動態様を調査し、雇用機会の形成刺
激と雇用関係の成立までを系列的に構成し
ながら、関連各法の実現と有効化に関する一
体性、連続性、協調・連携性の各点に注目し
た解明・分析を試みようとした。 
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３．研究の方法 
 
（１）全体遂行について 
〈雇用創出の法〉〈就業支援の法〉そして〈雇
用安定の法〉の概念整理と理論モデル化を目
指し、まず関連諸法の制定経緯と各種政策事
業の進捗推移について各種資料の集積を図
った。同時に各種行政ないし関連事業者にお
ける職業訓練や就業支援の先端〈現場〉にお
ける事業状況を調査し、雇用成就からその持
続安定に至る連続性に注視しながら事業体
制上の問題点を探った。諸外国における就業
と雇用形成サポートの実例にアプローチを
試み、雇用創出と就業支援の具体化に関する
多角的検討視座を得ようとした。（が、これ
は文献および web 資料の調査で終わる。） 

この研究は３ヶ年計画
で進められ、期間中途段階
で取材調査報告集なる簡
易版ペーパーやディスカ
ッションペーパー（右参
照）をリリース配布し、先
端〈現場〉と研究の相互フ
ィードバックに努めよう
とした。 
 
（２）理論的検討 
 雇用対策法や地域雇用開発促進法等、雇用
創出に関する法制度を下部構造すなわち現
場レベルでの各種レギュレーションまで含
めて調査分析を進めた。 
立法過程分析や下部レギュレーションの

参照後、両法を根拠に全国自治体が平成 20
年度中盤までに作成・提出した約 150 の「地
域雇用創出計画」と約 100 の認定「自発雇用
創造地域」の事業計画を手掛かりに、近時の
雇用創出の契機と展開を、本来需要型、計画
助成型、代替試行型といった分類を通じて、
当事者への刺激・誘発、インセンティブ付与、
助成の各相関を整理した。ユニークな雇用創
出計画が国に評価された自治体等には、ヒア
リング調査を通じて雇用創出理論モデル構
築のための情報補充を試みた。 
また各地の自治体が実施する雇用創出安

定事業等の雇用助成金の給付事例を素材に
して、新規創出雇用への求職者の充当過程に
おける就業能力、契約内容、助成給付手続等
に着目し、創出から持続・持続安定への法理
論モデルを考察した。 

これとの関連で上位レベルとなる国の各
種雇用助成事業、例えば高年齢者雇用安定事
業等を素材に、同様の視点で調査分析を加え、
雇用創出から雇用達成までの過程における
当事者への奨励・支援の原理をまとめようと
試みた。 

さらに、〈雇用安定の法〉が雇用政策法／
労働市場法制と有効に整合し連続する原理

を探る作業を進めた。紛争解決および防止機
能をもつ労働契約法や最低基準法が、雇用の
持続・安定を形成するためにどのような機能
役割を担うべきか、労働市場に期待される活
性／不活性モデルと対照させながら諸外国
の情報を基盤にして総合的な考察を試みた。 
 諸外国の雇用創出プログラムについて資
料収集を進めた。イギリスにおける「エンプ
ロイメントゾーン」と民間事業者の雇用開拓
については先行研究が概要を説明するが（例
えば労働政策研究・研修機構編著「イギリス:
雇用政策と地域の再生」『Business labor 
trend』（2007 年 2 月）等）、ゾーン雇用創出
については不明点が多々残されている。web
情報やデータ配信サービス等を有効活用し、
英ウォリック大やロンドンコネクションズ
サービス各センター等の研究接点による比
較制度研究の支援を得て、同ゾーンにおける
雇用創出原理と関連諸規定の作用について
の情報収集と分析にあたり、理論的検討をさ
らに進めた。 
 
（３）地方自治体の雇用創出現場へ 
 上記の理論的検討および構築作業は、就業
支援と職業能力開発の法領域を同時に対象
とするが、この領域においては先端〈現場〉
の具体的実像を考証する必要がある。 
そこで職業能力技術開発校や民間事業者

の就業セミナー等をサンプリングし、支援現
場の当事者ヒアリング調査を通じて雇用充
足との具体的関連付けの実態を調べた。 
「職業訓練および就業支援は求人情勢と

非親和的である」が仮説となり、求人＝雇用
情勢に親和的な支援に取り組む行政、事業者、
学校等の技法を探究し、支援の法理論モデル
を構築すべく、現場の自治体を回り、時には
訓練現場や職業紹介プロセスをも探った。 
 これら具体的調査にイギリスの職業能力開
発制度 Apprenticeship（年齢別技術養成訓練
と認証制度）や WBLA（成人向け仕事学習プロ
グラム）の実体分析をクロスさせようとした。
同国でも職業教育訓練から雇用成就への連
続性は必ず確保されている訳ではないもの
の、両制度とニューディール政策は特定の年
齢層に高就業率をマークしている（ただしこ
の部分はヒアリングまで進めなかった）。 
 いずれにせよ当事者への連続かつ一体支
援構造を見出し、就業支援の基本原理と法技
術を考察しようと苦心した。 
 
４．研究成果 
 
（１）〈雇用創出の法〉〈就業支援の法〉〈雇
用安定の法〉のモデル化について 

これら各概念の完全モデル構築には至って

いないが、各地方自治体等の作成提出した「

地域雇用創出計画」や「自発雇用創造地域」



4 

の事業計画を手掛かりに、近時の雇用創出の

契機と展開と、当事者への刺激・誘発、イン

センティブ付与、助成の各相関の実態を整理

し、ペーパー等（３（１）参照）にして研究

講演や公開シンポジウムで発表した（↓）。 

また、就

業支援や雇

用安定の事

業者サイド

の調査を通

じて特に岩

手県や盛岡市の雇用創出事業担当者らと密な

ヒアリングを重ね、セカンダリーな背後事情

を含めた雇用創出／就業支援・意欲刺激／雇

用持続の各ステージの実態調査を進めること

が出来、ここからさらに副次的な成果を得た

（次項（２））。 
 紛争解決および防止機能をもつ労働契約
法や最低基準法が、雇用の持続・安定を形成
するためにどのような機能役割を担うべき
かについては、５．部分掲載の各論文等とし
てまとめられた。 
 
（２）次の研究基盤創出へ－地域雇用実現の
法モデル構築－ 

求人＝雇用情勢に親和的な支援に取り組
む行政、事業者、学校等の技法を探究し、支
援の法理論モデルの構築に一応の見通しを
立て、これを次年度以降の研究課題（「雇用
対策事業を有効具体化する法技術－地域〈雇
用実現の法〉を構築する－」文部科学省科学
研究費補助金（基盤研究（C））課題番号：
24530062）へと架橋した。 

同研究では、地方自治体の今後の雇用創出
事業に、この研究で得られた、創出、支援、
持続の連続プロセスを重視した新雇用創出
アイデアを含め、その事業効果を検証するプ
ログラムを予定している。 
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